
【居宅療養管理指導】 

 

１.人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第九十一条 指定居宅療養管理指導の事業を行う者（以下「指定居宅療養管理指導事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定居宅療養管理指導事業所」という。）ごとに置くべき従業者

（以下この章において「居宅療養管理指導従業者」という。）の員数は、次の各号に掲げる指定居宅

療養管理指導事業所の種類の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。  

一 病院又は診療所である指定居宅療養管理指導事業所 

   イ 医師又は歯科医師 

   ロ 薬剤師、歯科衛生士又は管理栄養士 その提供する指定居宅療養管理指導の内容に応じた適

当数 

   二 薬局である指定居宅療養管理事業所 薬剤師 

２ 指定居宅療養管理指導事業者が指定介護予防居宅療養管理指導事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定居宅療養管理指導の事業と指定介護予防居宅療養管理指導の事業とが同一の事業所において一体

的に運営されている場合については、指定介護予防サービス等基準第八十八条第一項に規定する人員

に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなす。 

 

 

２.設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第九十二条 指定居宅療養管理指導事業所は、病院、診療所又は薬局であって、指定居宅療養管理指導

の事業の運営に必要な広さを有しているほか、指定居宅療養管理指導の提供に必要な設備及び備品等

を備えているものでなければならない。 

２ 指定居宅療養管理指導事業者が指定介護予防居宅療養管理指導事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定居宅療養管理指導の事業と指定介護予防居宅療養管理指導の事業とが同一の事業所において一体

的に運営されている場合については、指定介護予防サービス等基準第八十九条第一項に規定する設備

に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなす。 



【設備に関する基準に係る留意事項】 

１ 指定居宅療養管理指導事業所については、 

① 病院、診療所又は薬局であること。 

② 指定居宅療養管理指導の事業の運営に必要な広さを有していること。 

③ 指定居宅療養管理指導の提供に必要な設備及び備品等を備えていること。  

としたものである。 

２ 設備及び備品等については、当該病院又は診療所における診療用に備え付けられたものを使用する

ことができるものである。 

 

３.介護報酬について 

※単位数については、令和元年１０月１日より適用される改正が行われた後のものとなっており

ます。 

イ 医師が行う場合 

 ○居宅療養管理指導費(Ⅰ) 

  ・１月に２回を限度とする 

(一) 単一建物居住者１人に対して行う場合 ５０９単位 

(二) 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ４８５単位 

(三) ㈠及び㈡以外の場合 ４４４単位 

 ○居宅療養管理指導費(Ⅱ) 

  ・在宅時医学総合管理料又は施設入居時等医学総合管理料を算定する利用者に対してサービスを行

った場合に算定 

  ・１月に２回を限度とする 

(一) 単一建物居住者１人に対して行う場合 ２９５単位 

(二) 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ２８５単位 

(三) ㈠及び㈡以外の場合 ２６１単位 

 

 

 

 

 



ロ 歯科医師が行う場合 

  ・１月に２回を限度として算定 

(一) 単一建物居住者１人に対して行う場合 ５０９単位 

(二) 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ４８５単位 

(三) ㈠及び㈡以外の場合 ４４４単位 

 

【イ及びロに係る留意事項(抜粋)】 

① 算定内容 

 主治の医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、計画的かつ継続的な医学的管理又

は歯科医学的管理に基づき、介護支援専門員（以下「ケアマネジャー」という。）に対する居宅サ

ービス計画（以下「ケアプラン」という。）の作成等に必要な情報提供並びに利用者若しくはその

家族等に対する介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び助言を行っ

た場合に算定する。ケアマネジャーへの情報提供がない場合には、算定できないこととなるため留

意すること。 

 また、利用者が他の介護サービスを利用している場合にあっては、必要に応じて、利用者又は家

族の同意を得た上で、当該介護サービス事業者等に介護サービスを提供する上での情報提供及び助

言を行うこととする。 

 なお、当該医師が当該月に医療保険において、「在宅時医学総合管理料」又は「施設入居時等医

学総合管理料」を当該利用者について算定した場合には、当該医師に限り居宅療養管理指導費(Ⅱ)

を算定する。 

② 「情報提供」及び「指導又は助言」の方法 

ア ケアマネジャーに対する情報提供の方法 

   ケアプランの策定等に必要な情報提供は、サービス担当者会議への参加により行うことを 

基本とする（必ずしも文書等による必要はない。）。 

 当該会議への参加が困難な場合やサービス担当者会議が開催されない場合等においては、下記の

「情報提供すべき事項」（薬局薬剤師に情報提供する場合は、診療状況を示す文書等の内容も含

む。）について、原則として、文書等（メール、ＦＡＸ等でも可）により、ケアマネジャーに対し

て情報提供を行うことで足りるものとする。 



 なお、サービス担当者会議等への参加により情報提供を行った場合については、その情報提供の

要点を記載すること。当該記載については、医療保険の診療録に記載することは差し支えないが、

下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。 

 また、文書等により情報提供を行った場合については、当該文書等の写しを診療録に添付する等

により保存すること。 

（情報提供すべき事項） 

 ⒜ 基本情報（医療機関名，住所，連絡先，医師・歯科医師氏名，利用者の氏名，生年月 

日，性別，住所，連絡先等） 

 ⒝ 利用者の病状，経過等 

 ⒞ 介護サービスを利用する上での留意点，介護方法等 

 ⒟ 利用者の日常生活上の留意事項 

※ 前記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表における診療情報提供料に定める様

式を活用して行うこともできることとする。 

 イ 利用者・家族等に対する指導又は助言の方法 

   介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等に関する指導又は助言は、文書等の交付によ

り行うよう努めること。 

   なお、口頭により指導又は助言を行った場合については、その要点を記録すること。当該記載に

ついては、医療保険の診療録に記載することとしてもよいが、下線又は枠で囲う等により、他の記

載と区別できるようにすること。 

   また、文書等により指導又は助言を行った場合については、当該文書等の写しを診療録に添付す

る等により保存すること。 

③ ケアマネジャーによるケアプランの作成が行われていない場合 

居宅療養管理指導以外のサービスを利用していない利用者や自らケアプランを作成している利用

者などのケアマネジャーによるケアプランの作成が行われていない利用者に対して居宅療養管理指

導を行う場合は、①の規定にかかわらず算定できること。ただし、当該利用者が、居宅療養管理指

導以外にも他の介護サービス利用している場合にあっては、必要に応じて、利用者又は家族の同意

を得た上で、当該他の介護サービス事業者等に対し、介護サービスを提供する上での情報提供及び

助言を行うこととする。 

 

 



ハ 薬剤師が行う場合 

 ○病院又は診療所の薬剤師が行う場合 

  ・１月に２回を限度として算定 

(一) 単一建物居住者１人に対して行う場合 ５６０単位 

(二) 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ４１５単位 

(三) ㈠及び㈡以外の場合 ３７９単位 

 ○薬局の薬剤師が行う場合 

  ・１月に４回を限度として算定 

(一) 単一建物居住者１人に対して行う場合 ５０９単位 

(二) 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ３７７単位 

(三) ㈠及び㈡以外の場合 ３４５単位 

  ※ 薬局の薬剤師にあっては、末期の悪性腫瘍の者，中心静脈栄養を受けている者に対してサービ

スを行った場合は、１週に２回、かつ、１月に８回を限度として算定可能。 

 

【ハに係る留意事項(抜粋)】 

①  薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導については、医師又は歯科医師の指示に基づき、薬剤師が

薬学的管理指導計画を策定し、また、医療機関の薬剤師が行う場合にあっては、医師又は歯科医

師の指示に基づき、利用者の居宅を訪問して、薬歴管理，服薬指導，薬剤服用状況及び薬剤保管

状況の確認等の薬学的管理指導を行い、提供した居宅療養管理指導の内容について、利用者又は

その家族等に対して積極的に文書等にて提出するよう努め、速やかに記録（薬局薬剤師にあって

は、薬剤服用歴の記録、医療機関の薬剤師にあっては、薬剤管理指導記録）を作成するととも

に、医師又は歯科医師に報告した上で、ケアマネジャーに対するケアプランの作成等に必要な情

報提供を行うこととする。ケアマネジャーへの情報提供がない場合には、算定できないこととな

るため留意すること。ただし、ケアマネジャーによるケアプランの作成が行われていない場合の

取扱いについては、⑵③（この資料にあっては【イ及びロに係る留意事項(抜粋)】の③）を準用

する。 

 併せて、利用者の服薬状況や薬剤の保管状況に問題がある場合等、その改善のため訪問介護員

等との援助が必要と判断される場合には、関連事業者等に対して情報提供及び必要な助言を行う

こととする。 



薬局薬剤師にあっては当該居宅療養管理指導の指示を行った医師又は歯科医師に対し訪問結果に

ついて必要な情報提供を文書で行うこととする。また、提供した文書等の写しがある場合は、記

録に添付する等により保存することとする。 

 なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。 

②  薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導費を月２回以上算定する場合（がん末期患者及び中心静脈

栄養を受けている者に対するものを除く。）にあっては、算定する日の間隔は６日以上とする。が

ん末期患者及び中心静脈栄養を受けている者については、週２回かつ月８回に限り算定できる。

医療機関の薬剤師が行う居宅療養管理指導を月２回算定する場合にあっては、算定する日の間隔

は６日以上とする。 

③  居宅療養管理指導を行った場合には、薬局薬剤師にあっては、薬剤服用歴の記録に、少なくと

も以下のア～スについて記載しなければならない。 

ア 利用者の基礎情報として、利用者の氏名，生年月日，性別，介護保険の被保険者証の番

号，住所，必要に応じて緊急時の連絡先等 

イ 処方及び調剤内容として、処方した医療機関名，処方医氏名，処方日，処方内容，調剤

日，処方内容に関する照会の内容等 

ウ 利用者の体質，アレルギー歴，副作用歴，薬学的管理に必要な利用者の生活像等 

エ 疾患に関する情報として、既往歴，合併症の情報，他科受診において加療中の疾患 

オ 併用薬等（要指導医薬品，一般用医薬品，医薬部外品及びいわゆる健康食品を含む。）の情

報及び服用薬と相互作用が認められる飲食物の摂取状況等 

カ 服薬状況（残薬の状況を含む。） 

キ 副作用が疑われる症状の有無（利用者の服薬中の体調の変化を含む。）及び利用者又はその

家族等からの相談事項の要点 

ク 服薬指導の要点 

ケ 訪問の実施日，訪問した薬剤師の氏名 

コ 処方医から提供された情報の要点 

サ 訪問に際して実施された薬学的管理の内容（薬剤の保管状況，服薬状況，残薬の状況，投

薬後の併用薬剤，投薬後の併診，副作用，重複服用，相互作用等に関する確認，実施した服

薬支援措置等） 

シ 処方医に対して提供した訪問結果に関する情報の要点 



ス 処方医以外の医療関係職種との間で情報を共有している場合にあっては、当該医療関係職

種から提供された情報の要点及び当該医療関係職種に提供した訪問結果に関する情報の要点 

 

ニ 管理栄養士が行う場合 

  ・１月に２回を限度とする 

(一) 単一建物居住者１人に対して行う場合 ５３９単位 

(二) 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ４８５単位 

(三) ㈠及び㈡以外の場合 ４４４単位 

 

【ニに係る留意事項(抜粋)】 

①  管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、居宅で療養を行っており、通院による療養が

困難な利用者について、医師が当該利用者に厚生労働大臣が別に定める特別食を提供する必要性

を認めた場合又は当該利用者が低栄養状態にあると医師が判断した場合であって、当該医師の指

示に基づき、管理栄養士が利用者の居宅を訪問し、作成した栄養ケア計画を患者又はその家族等

に対して交付するとともに、当該栄養ケア計画に従った栄養管理に係る情報提供及び栄養食事相

談又は助言を３０分以上行った場合に算定する。 

 なお、請求明細書の摘要欄に訪問日を記入することとする。 

②  管理栄養士は常勤である必要はなく、要件に適合した指導が行われていれば算定できる。 

③  管理栄養士の行う居宅療養管理指導については、以下のアからケまでに掲げるプロセスを経な

がら実施すること。 

ア 利用者の低栄養状態のリスクを、把握すること（以下「栄養スクリーニング」という。）。 

イ 栄養スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握すること（以下「栄養アセ

スメント」という。）。 

ウ 栄養アセスメントを踏まえ、管理栄養士は、医師，歯科医師，看護師，薬剤師その他の職

種の者と共同して、利用者ごとに摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮された栄養補給に関す

る事項（栄養補給量，補給方法等）、栄養食事相談に関する事項（食事に関する内容，利用者

又は家族が主体的に取り組むことができる具体的な内容及び相談の実施方法等）、解決すべき

事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成するこ

と。また、作成した栄養ケア計画については、居宅療養管理指導の対象となる利用者又はそ

の家族に説明し、その同意を得ること。 



エ 栄養ケア計画に基づき、利用者に栄養管理に係る必要な情報提供及び栄養食事相談又は助

言を実施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変更の必要性，関連

職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を修正する

こと。 

オ 他のサービス等において食生活に関する配慮等が必要な場合には、当該利用者に係る居宅

療養管理指導の指示を行った医師を通じ、介護支援専門員に対して情報提供を行うこと。 

カ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、栄養状態のモ

ニタリングを行い、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った医師に対する報告を行うこ

と。なお、低栄養状態のモニタリングにおいては、利用者個々の身体状況等を勘案し必要に

応じて体重を測定するなど、ＢＭＩや体重減少率等から利用者の栄養状態の把握を行うこ

と。 

キ 利用者について、概ね３月を目途として、低栄養状態のリスクについて、栄養スクリーニ

ングを実施し、医師の指示のもとに関連職種と共同して当該計画の見直しを行うこと。 

ク 管理栄養士は、利用者ごとに栄養ケアの提供内容の要点を記録する。なお、交付した栄養

ケア計画は栄養ケア提供記録に添付する等により保存すること。 

ケ 指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準第９１条において準用する第１９

条に規定するサービスの提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が

利用者の状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に管理栄養士の居宅療養管理指導

費の算定のために利用者の状態を定期的に記録する必要はないものとすること。 

 

ホ 歯科衛生士等が行う場合 

  ・１月に４回を限度とする 

  ・歯科衛生士等とは歯科衛生士，保健師又は看護職員を指す 

(一) 単一建物居住者１人に対して行う場合 ３５６単位 

(二) 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ３２４単位 

(三) ㈠及び㈡以外の場合 ２９６単位 

 

 

 

 



【ホに係る留意事項(抜粋)】 

①  歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、訪問歯科診療を行った利用者又はその家族

等に対して、当該訪問診療を行った歯科医師の指示に基づき、当該医療機関に勤務（常勤又は非

常勤）する歯科衛生士等が、利用者の居宅を訪問して、利用者又はその家族の同意及び訪問診療

の結果等に基づき作成した管理指導計画を利用者又はその家族等に対して交付するとともに、当

該管理指導計画に従った療養上必要な実地指導を１人の利用者に対して歯科衛生士等が１対１で

２０分以上行った場合について算定し、実地指導が単なる日常的な口腔清掃等であるなど療養上

必要な指導に該当しないと判断される場合は算定できない。 

なお、請求明細書の摘要欄に当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師が訪問診療を

行った日と歯科衛生士等の訪問日を記入することとする。 

②  歯科衛生士等の行う居宅療養管理指導については、以下のアからキまでに掲げるプロセスを経

ながら実施すること。 

 ア 利用者の口腔機能（口腔衛生，摂食・嚥下機能等）のリスクを、把握すること（以下「口腔機能

スクリーニング」という。）。 

 イ 口腔機能スクリーニングを踏まえ、利用者の解決すべき課題を把握すること（以下「口腔機能ア

セスメント」という。）。 

ウ 口腔機能アセスメントを踏まえ、歯科医師，歯科衛生士その他の職種の者が共同して、利用者

ごとに口腔衛生に関する事項（口腔内の清掃，有床義歯の清掃等），摂食・嚥下機能に関する事項

（摂食・嚥下機能の維持・向上に必要な実地指導，歯科保健のための食生活指導等），解決すべき

課題に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載し、利用者の疾病の状況及び療養上必

要な実地指導内容や訪問頻度等の具体的な計画を含めた管理指導計画を作成すること。また、作

成した管理指導計画については、居宅療養管理指導の対象となる利用者又はその家族に説明し、

その同意を得ること。 

エ 管理指導計画に基づき、利用者に療養上必要な実地指導を実施するとともに、管理指導計画に

実施上の問題（口腔清掃方法の変更の必要性，関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの

必要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。 

オ 利用者の口腔機能に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、口腔機能のモニタ

リングを行い、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に対する報告を行うこと。な

お、口腔機能のモニタリングにおいては、口腔衛生の評価，反復唾液嚥下テスト等から利用者の

口腔機能の把握を行うこと。 



カ 利用者について、おおむね３月を目途として、口腔機能のリスクについて、口腔機能スクリー

ニングを実施し、当該居宅療養管理指導に係る指示を行った歯科医師に報告し、歯科医師による

指示に基づき、必要に応じて管理指導計画の見直しを行うこと。なお、管理指導計画の見直しに

当たっては、歯科医師その他の職種と共同して行うこと。 

キ 指定居宅サービス基準第９１条において準用する第１９条に規定するサービスの提供の記録に

おいて利用者ごとの管理指導計画に従い歯科衛生士等が利用者の状態を定期的に記録する場合

は、当該記録とは別に歯科衛生士等の居宅療養管理指導費の算定のために利用者の状態を定期的

に記録する必要はないものとすること。 

 

５．Ｑ＆Ａ 

○ 単一建物居住者① ２回に分けて実施する場合等 

以下のような場合は、「単一建物居住者」複数人に対して行う場合の居宅療養管理指導費を算定するの

か。 

① 利用者の都合等により、単一建物居住者複数人に対して行う場合であっても、２回に分けて居宅療

養管理指導を行わなければならない場合 

② 同じマンションに、同一月に同じ居宅療養管理指導事業所の別の医師がそれぞれ別の利用者に居宅

療養管理指導を行った場合 

（答）いずれの利用者に対しても「単一建物居住者」複数人に対して行う場合の居宅療養管理指導を算

定する。 

○ 単一建物居住者② 要介護者と要支援者１人ずつへの訪問 

同一月に、同一の集合住宅等に居住する２人の利用者に対し、居宅療養管理指導事業所の医師が訪問

し、居宅療養管理指導を行う際に、１人が要介護者で、もう１人が要支援者である場合は、単一建物居

住者２人以上９人以下に対して行う場合の居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費を算定

するのか。 

（答）要介護者は単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合の居宅療養管理指導費を、要支援

者は単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合の介護予防居宅療養管理指導費を算定す

る。なお、他の職種についても同様の取扱いとなる。 

○ 介護支援専門員への情報提供 月複数回実施の場合 

医師、歯科医師又は薬剤師又による居宅療養管理指導について、介護支援専門員への情報提供が必ず必

要になったが、月に複数回の居宅療養管理指導を行う場合であっても、毎回情報提供を行わなければ算



定できないのか。 

（答）毎回行うことが必要である。 

なお、医学的観点から、利用者の状態に変化がなければ、変化がないことを情報提供することや、

利用者や家族に対して往診時に行った指導・助言の内容を情報提供することでよい。 

 

○ 単一建物居住者 住所と居住場所が異なる場合 

住民票の住所と実際の居住場所が異なる場合は、実際の居住場所で「単一建物居住者」の人数を判断し

てよいか。 

（答）実際の居住場所で判断する。 

 

○ 単一建物居住者の人数が変更になった場合の算定について 

居宅療養管理指導の利用者の転居や死亡等によって、月の途中で単一建物居住者の人数が変更になった

場合の居宅療養管理指導費の算定はどうすればよいか。 

（答）居宅療養管理指導の利用者が死亡する等の事情により、月の途中で単一建物居住者の人数が減少

する場合は、当月に居宅療養管理指導を実施する当初の予定の人数に応じた区分で算定する。 

   また、居宅療養管理指導の利用者が転居してきた等の事情により、月の途中で単一建物居住者の

人数が増加する場合は、 

① 当月に居宅療養管理指導を実施する予定の利用者については、当初の予定人数に応じた区分

により、 

② 当月に転居してきた居宅療養管理指導の利用者等については、当該転居してきた利用者を含

めた、転居時点における居宅療養管理指導の全利用者数に応じた区分により、それぞれ算定

する。 

なお、転居や死亡等の事由については診療録等に記載すること。 

例えば、同一の建築物の１０名に居宅療養管理指導を行う予定としており、１名が月の途中で

退去した場合は、当該建築物の９名の利用者について、「単一建物居住者１０名以上に対して行

う場合」の区分で算定する。 

また、同一の建築物の９名に居宅療養管理指導を行う予定としており、１名が月の途中で転入

した場合は、当初の９名の利用者については、「単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う

場合」の区分で算定し、転入した１名については、「単一建物居住者１０名以上に対して行う場



合」の区分で算定する。 


